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Ⅰ．緒言
　我が国は，諸外国に例を見ないスピードで高齢化が進
行しており，国民の医療や介護の需要が更に増加するこ
とが見込まれている1）．がんは日本の死亡原因の第 1 位
を占めており2），全国どこでも質の高いがん医療を提供
することができるよう，全国にがん診療連携拠点病院等
を指定し，専門的ながん医療の提供，地域のがん診療の
連携協力体制の構築，がん患者に対する相談支援及び情
報提供等を行っている3）．2016年には，がん対策基本法
改正法4）が成立し，がん患者が尊厳を保持しつつ安心し
て暮らすことのできる社会の構築を目指す内容が盛り込
まれた．2016年度診療報酬改定5）では，病棟への退院支
援職員の配置や多職種による早期のカンファレンス，退
院直後の看護師等による訪問指導（対象としてがん患者
が明記されている）により，入院時から退院後まで継続
した退院支援の充実への取り組みが示された．さらに
2018年度診療報酬改定6）において，患者一人一人の状態
に応じた安心・安全で質が高く，効率的・効果的な医療
を受けられるための，入退院支援加算の見直しや，入院
前の外来において入院中に行われる治療の説明等の実

施・支援への評価が新設された．この様に，医療機能の
分化・強化・連携や，医療と介護の役割分担と切れ目の
ない連携が推進されている．患者の病院医療を，暮らし
の場（在宅療養の場）で切れ目なく提供される方向へ移
行させることは，病院の看護師が担う重要な役割の一つ
であり，患者のニーズに対応できるよう退院支援に必要
な知識・技術を習得し，多職種と連携・協働しながら支
援方法を構築していく能力を持つ看護職者の人材育成が
重要である7）．とりわけ，がん患者数が多いがん診療連
携拠点病院において，がん患者への退院支援における病
棟看護師の果たす役割は益々重要となる．しかし，ス
ムーズな退院支援において地域との連携の強化が望まれ
るが，がん看護に関わる看護師の困難感の特徴として
「地域連携に関する困難感」が最も高いことの 1 つとし
て指摘されていた8.9）．
　先行研究では在宅療養移行に関連する看護師側の要
因10.11），一般病院及びがん専門病院での検証12）は行われ
ていたが，がん診療連携拠点病院における在宅へのがん
患者への退院支援に向けた看護実践力や，看護師側の意
識について検討した研究は十分とは言えなかった．そこ
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で本研究では，がん診療連携拠点病院で病棟に勤務する
看護師のがん患者への在宅の視点を持った看護実践自己
評価に関連する要因について，性別や年齢，看護師経験
年数や退院支援経験年数などの基本属性，がん患者への
地域連携に対する困難感との関連を明らかにすることを
目的とした．
 

Ⅱ．研究方法
 1 ．研究対象
　がん診療連携拠点病院A施設で，通常業務で退院支援
を行う病棟看護師414人（外来，手術室，ICU，産科，
地域医療連携センター，看護師長を除く）を調査対象と
した．
 2 ．調査方法
　調査に先立ち，本研究の趣旨説明をA病院看護部長，
教育担当副看護部長に文書と口頭で行い，調査実施の内
諾を得た．倫理審査委員会の承認後，看護部を通じ各所
属師長への趣旨説明と，調査協力について説明後，研究
対象者へ自記式無記名の調査票，研究の趣旨，倫理的配
慮等を記載した調査協力についての説明文書，返信用封
筒を 1 セットとして，病棟部署ごとに師長を通して配布
した．調査票の郵送による返信をもって本調査への同意
とした．調査期間は2018年 3 月から 6 月であった．
 3 ．調査項目
　 1 ）在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評
価の測定　　

　　山岸ら12）の患者に提供することが推奨される病棟
看護（退院支援を受ける患者にとってよい病棟看護）
の実践に対する自己評価尺度「在宅の視点のある病棟
看護の実践に対する自己評価尺度」を「がん患者に対
する今のあなた自身の看護実践に最も当てはまる番号
に丸を付けてください」と明記し使用した．本尺度
は，「患者・家族の今後の療養に関する意向の確認」
5 項目，「ケアの継続性の強化」 5 項目，「地域の医療
者との連携」5 項目，「退院後の療養環境に合わせた
患者・家族指導の実施」5 項目，「退院後の生活に関
するアセスメント」5 項目の質問項目からなる 5 因子，
25項目の自記式質問による尺度である．「まったくし
ていない」から「つねにしている」の 6 段階を 1 点
～ 6 点とし，単純加算した得点が高いほど，退院支援
を受ける患者にとってよい病棟看護の実践に対する自
己評価が高いことを示す（得点範囲：25点－150点）．
全体での合計，因子毎の使用が可能であり，信頼性，
妥当性が保証されている．使用にあたっては，開発者
の許可を受けた．
　 2 ）がん患者へのケアに携わる際に抱く困難感の測定
　　小野寺ら13）の看護師が，がん患者のケアに携わる
際に抱く困難感を測定する尺度「看護師のがん看護に
関する困難感尺度」6 因子49項目の自己記入式尺度の
うち下位尺度「システム・地域連携」に関する質

問 8 項目（①の在宅へ退院したほうが良いと思う患者
が，実際には退院できない②患者や家族に退院を勧め
てから，実際に退院になるまで準備に時間がかかりす
ぎる③在宅でがん患者を診療できる診療所や訪問看護
ステーションが少ない④患者や家族に退院を勧めた
り，準備を始めるタイミングが遅い⑤身寄りがない患
者の在宅療養が困難である⑥経済的な問題を抱えた患
者への対応に困難を感じる⑦患者の治療やケアに必要
な薬剤や機器（ポンプやエアマットなど）が病院・病
棟に不足している⑧治療期と終末期の患者を同じ病棟
で受け持つことに困難を感じる）を使用した（得点範
囲：8 点－48点）．「全くそう思わない」から「非常に
そう思う」の 6 段階を 1 点～ 6 点とし，合計点が高い
ほど病棟で勤務する看護師のがん看護に関する困難感
が高いことを示す．全体での使用，因子毎の使用が可
能であり，信頼性，妥当性が保証されている．使用に
あたっては，開発者の許可を受けた．
　 3 ）対象者の基本属性について
　　調査内容の質問項目は，先行研究結果を参考に作成
した．
　　年齢，性別，看護師経験年数，病棟での退院支援経
験年数，最終修了課程，訪問看護実習履修の有無，退
院支援に関する研修会参加の有無，退院支援に関する
文献学習の有無，家族への介護経験の有無，家族を在
宅で看取った経験の有無，退院支援に関する同僚への相
談の有無，介護保険の理解への有無についてたずねた．

 4 ．分析方法
　在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価尺
度，看護師のがん看護に関する困難感尺度の下位尺度
「システム・地域連携」に関する 8 項目について，内的整
合性を持つかCronbachʼs のα係数を求め（α=0.948，α
=0.744）検討した．次に尺度の各得点を単純加算し，正規
性を確認した．「在宅の視点のある病棟看護の実践に対す
る自己評価尺度」得点を従属変数とし，性別，最終修了
課程，訪問看護実習履修の有無，退院支援に関する研修
会参加の有無，家族の介護経験の有無，家族を在宅で看
取った経験の有無，退院支援に関する同僚への相談の有
無，介護保険への理解の有無との関連をMann-Whitney の
U検定で，がん看護に関する困難感尺度「システム・地
域連携」に関する得点，年齢，看護師経験年数，退院支
援経験年数との関係性をPearson の積率相関係数により
分析した．次に，「在宅の視点のある病棟看護の実践に
対する自己評価尺度」得点を従属変数とした最終的な分
析モデルを構築するために，重回帰分析（ステップワイ
ズ法）を行った．また，重回帰分析における変数の選択
時には，VIF（分散拡大係数）を用い，多重共線性につ
いて問題がないことを確認した．各独立変数の回答項目
未記入者は，それぞれの項目の解析時に欠損値として分
析から除外した．統計解析には，IBM SPSS Statistics 

Ver23.0を用い，統計的有意水準はp<0.05とした．
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 5 ．倫理的配慮
　本研究は，長崎大学大学院医歯薬学総合研究科保健学
系倫理審査委員会の承認を受けて実施した（承認番号：
17121408）．

Ⅲ．結果
　調査票を配布した414人のうち180人より回答があり，
在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価尺度
質問項目の全項目へ回答が得られなかった 6 人を除いた
174人を分析対象とした（回収率：43.5％，有効回答
率：96.7％）．
 1 ．対象者の概要
　対象者の概要を表 1 に示す．男性 6 人（3.4％），女性168
人（96.6％）で，最終修了課程は，大学卒が85人（48.9％）
で，訪問看護実習は154人（88.5％）の人が経験していた．
平均年齢は32.5±8.5歳で，20歳代が46.6％，次いで30歳
代が30.5％で20歳代が最も多かった．看護師経験年数の
平均は10.1±8.2年，退院支援経験年数の平均は7.0±5.5
年であった．退院支援に関する研修会参加ありは92人
（52.9％），退院支援に関する文献による学習ありは45人

（25.9％），退院支援に関する同僚への相談ありは137人
（78.7％）であった．
 2 ．在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価
尺度得点結果と信頼係数
　在宅の視点のある看護実践に対する自己評価尺度得点
結果について表 2 に示す．平均得点は，尺度全体では，
108.6±16.0点（得点範囲68－150点）であった．下位尺
度「患者・家族の今後の療養に関する意向の確認」21.7
±3.5点（得点範囲15－30点），「ケアの継続性の強化」
22.3±3.6点（得点範囲15－30点），「地域の医療者との
連携」19.9±4.3点（得点範囲 8 －30点），「退院後の療養
環境に合わせた患者・家族指導の実施」22.7±4.0点（得
点範囲13－30点），「退院後の生活に関するアセスメン
ト」22.0± 4.1点（得点範囲10－30点）であった．
　Cronbachʼs α係数は尺度全体で0.948，下位尺度「患
者・家族の今後の療養に関する意向の確認」0.906，「ケ
アの継続性の強化」0.899，「地域の医療者との連携」
0.778，「退院後の療養環境に合わせた患者・家族指導の
実施」0.884，「退院後の生活に関するアセスメント」
0.942であった．

表 １ ．対象者の概要

項目 平均± SD n %

年齢    （歳） 32.5 ± 8.5 171

看護師経験年数　　（年） 10.1 ± 8.2 170

退院支援経験年数　（年）   7.0 ± 5.5 149

n=174

性別 男性 6 3.4
女性 168 96.6

最終修了課程

専門学校 71 40.8
短期大学 15 8.6
大学 85 48.9
大学院 1 0.6
無回答 2 1.1

訪問看護実習履修
あり 154 88.5
なし 20 11.5

退院支援に関する研修会参加
あり 92 52.9
なし 80 46.0
無回答 2 1.1

退院支援に関する文献学習
あり 45 25.9
なし 127 73.0
無回答 2 1.1

家族への介護経験
あり 45 25.9
なし 128 73.6
無回答 1 0.6

家族を在宅で看取った経験
あり 5 2.9
なし 169 97.1

退院支援に関する同僚への相談
あり 137 78.7
なし 37 21.3

介護保険への理解
あり 64 36.8
なし 109 62.6
無回答 1 0.6
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 3 ．がん患者への在宅の視点のある病棟看護の実践に対
する自己評価と各項目との関連
　 1 ）Mann-WhitneyU検定，Pearson積率相関係数結果
　　表 3 にがん患者への在宅の視点のある病棟看護の実
践に対する自己評価得点と基本属性，がん看護に関す
る困難感尺度の下位尺度「システム・地域連携」得点
との関連を示す．
　　全体の解析では「退院支援に関する研修会参加」
（p<0.001），「退院支援に関する文献学習」（p=0.007），
「家族の介護経験」（p=0.014），「退院支援に関する同僚
への相談」（p=0.032），「介護保険への理解」（p=0.035）
がある者はない者より「在宅の視点のある病棟看護の
実践自己評価」が有意に高かった．下位尺度「患者・
家族の今後の療養に関する意向の確認」では「退院支
援に関する研修会参加」（p=0.001），「退院支援に関す
る文献学習」（p=0.001），「退院支援に関する同僚への
相談」（p=0.028）が，「ケアの継続性の強化」では
「退院支援に関する研修会参加」（p=0.001），「家族の
介護経験」（p=0.046），「退院支援に関する同僚への相
談」（p=0.033）が，「地域の医療者との連携」では，
「退院支援に関する研修会参加」（p=0.002），「退院支
援に関する文献学習」（p=0.006）が，「退院後の療養
環境に合わせた患者・家族指導の実施」では「退院支
援に関する研修会参加」（p=0.002），「家族の介護経
験」（p=0.006），「退院支援に関する同僚への相談」
（p=0.027），「介護保険への理解」（p=0.028）が，「退
院後の生活に関するアセスメント」では「退院支援に
関する研修会参加」（p=0.001），「退院支援に関する文
献学習」（p=0.039）がある者はない者より「在宅の視
点のある病棟看護の実践自己評価」が有意に高かっ
た．「在宅の視点のある看護実践自己評価得点」と

「年齢」，「看護師経験年数」，「退院支援経験年数」，
「がん看護に関する困難感下位尺度（システム・地域
連携に関すること）」得点との関連では，全体の解析
で「退院支援経験年数が長い」（r=0.368，p<0.001）
「年齢が高い」（r=0.194，p=0.011）「看護師経験年数
が長い」（r=0.177，p=0.021） ほど，自己評価得点が高
かった．下位尺度「患者・家族の今後の療養に関する
意向の確認」では「退院支援経験年数が長い」
（r=0.225，p=0.006）ほど，「ケアの継続性の強化」で
は「退院支援経験年数が長い」（r=0.329，p<0.001）
ほど，「地域の医療者との連携」では，「退院支援経験
年数が長い」（r=0.276，p=0.001）「年齢が高い」
（r=0.151，p=0.048）ほど，「退院後の療養環境に合わ
せた患者・家族指導の実施」では「退院支援経験年数
が長い」（r=0.340，p<0.001）「年齢が高い」(r=0.224，
p=0.003）「看護師経験年数が長い」（r=0.193，p=0.012）
ほど，「退院後の生活に関するアセスメント」では「退
院支援経験年数が長い」（r=0.335，p<0.001）「年齢が
高い」（r=0.181，p=0.018） 「看護師経験年数が長い」
（r=0.172，p=0.025）ほど，自己評価得点が高かった．
　 2 ）重回帰分析結果
　　重回帰モデルを用いて，表 3 で示した13項目の独立
変数をステップワイズ法により抽出した項目と従属変
数との関連の強さを明らかにした結果を表 4 に示す．
R2 は0.239を示し，最終的に「退院支援経験年数が長
い」（p<0.001），「退院支援に関する同僚への相談あ
り」（p=0.017），「退院支援に関する文献学習あり」
（p=0.023），「退院支援に関する研修会参加あり」
（p=0.031）の順に在宅の視点のある病棟看護実践自己
評価得点に関連していた．

表 2 ．在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価尺度の信頼係数と統計量

Cronbach'sα 平均得点± SD range 第１四分位数 中央値 第３四分位数

尺度全体
（得点範囲 25⊖150） 25 項目 0.948 108.6 ± 16.0 68⊖150 97 109 120

下
位
尺
度

患者・家族の今後の療養
に関する意向の確認
（得点範囲 5⊖30）

5 項目 0.906 21.7 ± 3.5 15⊖30 20 21 24

ケアのシンプル化
（得点範囲 5⊖30） 5 項目 0.899 22.3 ± 3.6 15⊖30 20 23 25

地域の医療者との連携
（得点範囲 5⊖30） 5 項目 0.778 19.9 ± 4.3 8⊖30 17 20 23

退院後の療養環境に合わせ
た患者・家族指導の実施
（得点範囲 5⊖30）

5 項目 0.884 22.7 ± 4.0 13⊖30 20 23 25

退院後の生活に関する
アセスメント

（得点範囲 5⊖30）
5 項目 0.942 22.0 ± 4.1 10⊖30 20 22 25

n＝ 174　
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Ⅳ．考察
 1 ．がん患者への在宅の視点のある病棟看護の実践に対
する自己評価の実態
　 3 施設（大学病院，総合病院，がん専門病院）の看護
師を対象として2008年に実施された先行研究の結果12）

では，下位尺度項目毎の平均値は「患者・家族の今後の
療養に関する意向の確認」4.5点，「ケアの継続性の強化」
4.4点，「地域の医療者との連携」2.8点，「退院後の療養
環境に合わせた患者・家族指導の実施」4.6点，「退院後
の生活に関するアセスメント」4.3点であり，尺度合計
得点の平均値は21.0点であった．下位尺度「地域の医療
者との連携」は先行研究に比べ本研究結果が高い傾向に
あったが，その他の下位尺度，尺度全体では，ほぼ同様
の結果であった．本調査を実施したA県では，在宅療養
を希望する患者へ主治医・副主治医を決め，複数医師が
連携し訪問診療の分担や緊急対応を行うシステム14）や，
システム登録病院からのカルテ情報を患者の同意のもと
地域の医療機関で共有し診療やケアに反映し多職種他機
関で連携しやすいシステム15）の構築が進んでおり，患
者が安心して在宅で療養するための連携の効果が影響し
ていることが推察される．また，本研究対象病院は，特
定機能病院16）かつ，都道府県がん診療連携拠点病院17）

であることから，急性期医療の中でも高度な医療技術の
提供や，教育研修や地域医療との連携を図ることで医療
の質の向上や効率化を図りながら地域への移行を積極的
に進めることが要求され推進されている．調査対象者の
勤務環境が，下位尺度「地域の医療者との連携」の得点
が先行研究結果に比べ高い傾向に繋がっている可能性が
考えられる．一方，先行研究は2008年度に実施され，調
査対象施設も本研究施設とほぼ同様の機能を持つと考え
られる大学病院・総合病院・がん専門病院で実施されて
いるが，その他の項目について10年経ているにもかかわ
らず同様の傾向であった．本調査を実施したA県は，全
国平均よりも高齢化が進行しており，がん単一疾患のみ
ではなく，複雑な疾患を同時に有している患者や一人暮
らしなど生活背景の多様性・複雑な状況にある人が急増
している18）．また，本研究対象施設の特徴から，難易度
の高いがん患者の入院が多いことが予測される．複雑な
状況では，個別性が高く，病態を踏まえ多様な情報を統
合して短期間に集中して医療を提供していくことが要求
され，年々看護師に求められる役割が増大してきてお
り，本結果に影響を及ぼした可能性が考えられる． 

 2 ．がん患者への在宅の視点のある病棟看護の実践に対
する自己評価に関連する要因について
　 1 ）退院支援経験年数とがん患者への在宅の視点のあ
る病棟看護の実践への自己評価との関連について

　　退院支援経験年数が長い人ほど，在宅の視点のある
病棟看護の実践に対する自己評価得点が高いに有意な
関連があった．先行研究では，看護師が退院後の療養
生活を予測できた患者の割合は，入院時，退院時とも
に臨床経験年数と共に高くなる傾向があり19），経験年数
が増すほど，病棟看護師の在宅の視点に関する意識の
得点が高く20），退院時の患者の準備が良好であった21）．
また，看護師経験年数が少ない看護師は，退院支援に
関する知識が有意に低い22）ことが示されていた．本
研究結果も，先行研究結果を支持する結果であった．
また，本研究対象者の病院から在宅への看護実践の自
己評価尺度得点では，「地域の医療者との連携」得点
が高い傾向にあった．退院支援経験の積み重ねによっ
て，患者・家族，連携している各専門職からの知見か
ら，患者の退院後の生活をより予測できるようにな
り，在宅に関する意識が高められる可能性が考えられ
る．
　 2 ）退院支援に関する同僚への相談の有無とがん患者
への在宅の視点のある病棟看護の実践への自己評価
との関連について

　　退院支援に関する相談を同僚へ行っている人ほど，
在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価得
点が高いに有意に関連があった．先行研究では，大学
病院に勤務する看護師を対象として看護実践能力と他
者支援との関連結果では，同期同士で，病棟で経験し
たことや考えたことを説明し，相談し合うといった支
援が看護実践能力を高める最も重要な要因であること
23）や，同僚による助言を受けた経験のある看護師ほ
ど，有意に高い割合で入院中の末期がん患者の在宅療
養移行を検討していた24）ことを明らかにしていた．
さらに，病棟の実践のリーダーである主任看護師の役
割として，病棟看護師が退院支援に主体的に関わる意
識を持てるような関わりと，経験年数が少ない看護師
の退院支援の実践へのサポートを行っていく必要性が
示されていた22）．本研究対象の勤務する医療施設の特
徴として，手術室やICUなどの臨床経験を経て，勤務
交代でがん患者が多い病棟勤務となる看護師も存在す
ることから，在宅へのがん患者への看護実践は，臨床

表 4 ．在宅の視点のある病棟看護の実践に対する自己評価に関連する要因（重回帰分析）
　項　　目 偏回帰係数（B） 標準誤差 p値 R2

退院支援経験年数 0.218 0.293 <0.001

0.239
研修会参加 （0：あり，1：なし） 2.539 -0.177 0.031
文献学習 （0：あり，1：なし） 2.667 -0.177 0.023
同僚への相談 （0：あり，1：なし） 2.923 -0.183 0.017

ステップワイズ法　
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経験の長さのみではなく，がん患者への退院支援経験
を有する同僚看護師からの助言によって高まる可能性
が考えられる．退院支援に関する相談体制の構築や，
カンファレンスによる意見交換等，看護師同士が連携
して退院支援に取り組む必要性が示唆された．
　 3 ）研修会への参加，文献などによる学習の有無とが
ん患者への在宅の視点のある病棟看護の実践への自
己評価との関連について

　　退院支援に関する研修会への参加，文献学習を行っ
ている人ほど，在宅の視点のある病棟看護の実践への
自己評価得点が高いに有意に関連があった．先行研究
では，自己教育力と，看護実践との間には有意な正の
相関が認められ，自己教育力を高めることが看護実践
の質を高めることに繋がっていることを示していた25）．
また，受け持ち看護師が，研修会参加などの学習経験
がある，参考書・専門書による継続学習を行っている
ほど，そうでない看護師に比べて有意に高い割合で入
院中の末期がん患者の在宅療養移行を検討していた24）．
大学病院の看護師を対象とした，退院支援に関する講
義・グループワーク・事例検討会から構成される退院
支援スキルアップ研修前後の退院支援実践認識に関す
る調査では，研修後の有意な得点上昇が認められ，さ
らに退院支援満足度も研修後に有意に上昇していた26）．
退院支援教育プログラムの研修参加者は，利用者ニー
ズを基盤とした考え方が定着し，退院支援に関する知
識・実践能力の向上がみられていた27）．医療政策の変
遷に伴い要請されるがん患者への退院支援に対する興
味・関心を持つことが，退院支援に関する研修会や文
献学習に繋がり，臨床での退院支援実践の質の向上に
つながる可能性が考えられる．急性期病院の中堅看護
師を対象に実施された先行研究28）では，看護師の看
護実践能力の自己評価を高めるためには「院内の専門
チームに所属する」等の個人要因及び「仕事の課題を
明確に持つ」などの職務満足について肯定的自己評価
ができることが重要であることを示していた．医療を
取り巻く環境の変化とそれに伴う患者のニーズに合わ
せ，意図的な継続したがん患者への退院支援に対する
教育支援体制構築が必要であり，基礎教育修了後も，
退院支援に関する自己研鑽を継続するマインドを養成
する必要性が示唆された．

Ⅴ．研究の限界と課題
　本研究は，がん診療連携拠点病院 1 施設のみを対象に
調査した結果であり，特定機能病院，都道府県がん診療
拠点病院であることから一般化するには限界がある．ま
た，本研究で使用した看護実践の自己評価尺度は，がん
患者への看護実践に限定され開発された自己評価尺度で
はないため，がん患者への実践内容をすべて網羅した評
価には限界がある．本研究では，在宅の視点を持った看
護実践を自己評価で調査しており，看護師の主観的な結

果であるため，実際のがん患者への退院支援はどうであ
るかの検討はできていない．今後の課題として患者の在
院日数，患者・家族の満足度，在宅側の多職種側等から
の客観的な視点，がんの種類・治療内容別からの検討
や，異なる地域や施設での検討が必要である．

Ⅵ．結論
　がん患者への病棟看護師の在宅の視点を持った看護実
践自己評価は，退院支援経験年数，同僚への相談の有
無，退院支援に関する研修会や文献学習の有無が関連し
ていた．退院支援に関する相談や看護師同士が連携して
退院支援に取り組む体制の構築と，医療制度や患者ニー
ズの変化に合わせた退院支援に対する教育体制の構築に
よって，がん患者への在宅へ向けた看護実践が高められ
る可能性が示唆された．
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Abstract 

Objectives: An important role of ward nurses is to provide seamless discharge support that respects the 

wishes of cancer patients. The objective of this study was to identify the factors associated with the self-

assessment of nursing practices that incorporate the perspective of cancer patients at home among nurses 

working at designated cancer care hospitals.

Methods: Self-administered questionnaires were distributed by postal mail to 414 ward nurses that 

provide discharge support to cancer patients at Medical Center A, a designated cancer care hospital. 

Data from 174 valid responses were analyzed. Scores on the “self-assessment scale of ward nursing 

practices that incorporate the perspective of patients at home” were used as the dependent variable and 

analyzed using Pearson’s correlation coefficient, the Mann-Whitney U test, and multiple regression 

analysis.

Results: The mean age of the study subjects was 32.5±8.5 years, and the mean experience in discharge 

support was 7.0±5.5 years. The results indicated that the strongest indicators of scores for the self-

assessment of nursing practices that incorporate the perspective of home independence were “extensive 

years of experience in discharge support” (p<0.001), “consulted colleagues about discharge support” 
(p=0.017), “attended training sessions on discharge support” (p=0.023), and “studied the literature on 

discharge support” (p=0.031).
Conclusions: The present results suggest the need to establish an education support system for discharge 

support corresponding to the nurses’ years of experience in discharge support.
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